
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
■財政力指数
　・　長引く景気低迷による市税の減少等から、0.47と類似団体平均（0.57）を下回っている。平成18年３月31日に市町合併することから、新市における行財政
    改革の方針に基づき、人件費の削減や事務事業の見直しなどによる歳出の削減を図るとともに、歳入の確保のため、法人・個人市民税の収納率向上に取
　　り組むなど、財政基盤の強化に努める。
■経常収支比率
　・　行財政改革の方針に基づき、職員数の削減、補助金・負担金の削減、施設の民営化等、経常的経費の抑制に取り組んでおり、類似団体の平均（93.0）を
　　多少下回っているものの、扶助費や繰出金、人件費の増加等により、経常収支比率は92.7％と年々上昇してきている。市町合併後も、新市における行財
　　政改革の方針に基づき、経常収支比率の改善に向けて、市税等の収納対策の強化、手数料・使用料等の見直し、人件費の削減等に努めていく。
■ラスパイレス指数
　・　本市のラスパイレス指数は、類似都市の平均値と同数となっているものの、昇給制度の運用の違いから高年齢層職員が高くなっており、政令指定都市を
　　除く県内市の中では最も高い水準になっている。現在、平成18年３月31日の市町合併にあたり、国公準拠を基本に昇給制度の運用の適正化を図るととも
　　に、26種類ある特殊勤務手当を８種類に削減し、人件費の圧縮を図ることとしているが、合併後においても財政状況を踏まえつつ給与の適正化に努める。
■起債制限比率
　・　現在では、平成16年度決算で9.6％と類似団体平均(11.0％）を下回っているものの、過去の大規模事業の償還が始まっており、起債制限比率は平成14
　　年度から増加に転じている。今後も公債費負担は高水準で推移する見込みであるが、なお市債発行抑制に努め、起債制限比率の急激な上昇を抑える。
■人口１人当たり地方債現在高
　・　１人当たり現在高は類似団体平均を下回っており、平成13年度以降減少傾向にあるが、後世への負担を軽減するよう、なお市債発行の抑制に努める。
■人口１，０００人当たり職員数
　・　職員数の適正化については、これまでの行政改革推進計画の中で、民間活力の導入と採用調整により、目標値を上回る削減を果たしてきたが、人口
　　1,000人当たりの職員数は全国平均を0．8人、県平均を0.58人上回っており、また、平成19年４月１日を基準とする「定員モデル」との比較でも、平成17年
　　４月１日現在で26人（5.84％）上回っている状況にある。
　　  平成18年３月31日の市町合併に当たり、新市の職員数について、平成23年度までに平成16年度の職員数から総職員数で120人、普通会計職員で100
　　人の削減目標を掲げていることから、合併後速やかに新市における定員適正化計画を策定し、合併によるスケールメリットと一層の民間委託や民営化に
　　よる職員削減を進めるほか、人材育成や職員配置の適正化により事務の効率化を進め、削減目標の達成を図ることとしている。


